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インフルエンザワクチンの臨床的効果のみならず，個人レベルで実際の費用と効果に関する
データを積み上げて，ワクチン接種の医療費削減効果を検討する。
福岡県久留米市内の同一医療機関が設置する介護老人保健施設の入所者（2002/03シーズ

ン）および医療型療養病棟の入院患者（2003/04シーズン）を対象として，インフルエンザ様
疾患に対するワクチン接種の効果を生存時間解析により検討するとともに，罹患後の医療費削
減効果を検討した。介護老人保健施設では89人（接種75，非接種14）を2003年１～３月の間，
医療型療養病棟では92人(接種12，非接種80)を2003年12月～2004年３月の間，追跡観察した。
1) 2002/03シーズンの介護老人保健施設では，インフルエンザ様疾患に対するワクチンの

有効性は境界域の有意性を示した（ハザード比＝0.41,95％信頼区間0.14－1.17，ｐ＝0.09
5）。医療行為の実施率や超過医療費は，接種群において低い傾向を示したが，有意差を検出す
るには至らなかった。2) 2003/04シーズンの医療型療養病棟では，ワクチン接種によりイン
フルエンザ様疾患の罹患率の低下傾向を観察したが，有意差を認めるには至らなかった（ハ
ザード比＝0.59,95％信頼区間0.07－4.73，ｐ＝0.619）。また超過医療費の削減傾向も観察さ
れた。3) 両シーズンの観察結果をプールした解析において，インフルエンザ様疾患に対する
ワクチンの有効性は境界域の有意性を示した（ハザード比＝0.44,95％信頼区間0.17－1.12，
ｐ＝0.084）。またワクチン接種は，インフルエンザ様疾患に関連する超過医療費を削減する傾
向も観察された。その他，ハイリスク者においては超過医療費が増大することが観察された。
例数は不十分であるものの，インフルエンザワクチンは施設入所高齢者のインフルエンザ様

疾患罹患防止に約40～60％の有効率であることが示唆された。また，インフルエンザ様疾患に
関連する医療費の削減が期待される。

インフルエンザワクチン，有効性，費用対効果，医療費削減効果，後ろ向きコーホー
ト研究，疫学

Ⅰ

新型インフルエンザ対策にも象徴されるよう
に，インフルエンザ対策は公衆衛生上の重要課
題である。欧米諸国ではインフルエンザ対策の

中心をなす予防接種について最大の関心が払わ
れ，特に高齢者などのハイリスク者に対する予
防接種が強力に推進されている1)2)。わが国で
はインフルエンザワクチン（以下「ワクチ
ン」）の効果に対する懐疑論のため，一時，ワ



クチンの配布用量が激減した時代があった３)。
しかし，平成13年の予防接種法改正により高齢
者などのハイリスク者に対する予防接種が市町
村を実施主体として行われることになり，ワク
チン製造体制も再構築された。
一方，インフルエンザ予防接種への関心の高

まりもあって，疫学手法に基づくワクチン有効
性調査の報告も国内で増加しつつある4)ものの，
欧米の な
どの調査5)-9)のようにコーホート研究等によっ
てワクチンの医療費削減効果を検討した調査は
皆無に等しい。それら欧米の研究は，ワクチン
の臨床効果の測定と同時に行われており，ワク
チンの費用対効果を実証するものである。
わが国でも施設入所高齢者について，インフ

ルエンザシーズンにおける入所者個々人の発病
を追跡し，同時に超過医療費も実測し，ワクチ
ンの有効性と医療費削減効果を検討する必要が
ある。本研究では，ワクチンの臨床的効果の分
析のみならず，個人レベルで実際の費用と効果
に関するデータを積み上げ，ミクロ経済の立場
から個々人の医療費を詳細に計算することによ
りワクチン接種の医療費削減効果を検討した。

Ⅱ

福岡県久留米市内の同一医療機関が設置する
介護老人保健施設（入所100床，通所40人）お
よび医療型療養病棟（50床）を調査対象施設と
した。解析対象は，インフルエンザワクチン接
種時（11月上旬～12月初旬）に同施設に在院し
た者，または以降に入院・転入棟し，引き続き
インフルエンザシーズン期間中（12月または
１～３月）に在院した者である。対象者数は，
介護老人保健施設（2002/03シーズン）では89
人（男20，女69；接種75，非接種14），医療型
療養病棟（2003/04シーズン）では92人（男49，
女43；接種12，非接種80）であった。
これらの解析対象者におけるインフルエンザ

流行期間中のインフルエンザ様疾患（
）ほかの発生を観察し，

後ろ向きコーホート研究を行った。インフルエ

ンザ様疾患の定義は，「［突然の発熱 （鼻汁，
咽頭痛，咳のうち１つ以上）］ 全身倦怠
感等の全身症状」とした。発熱に関しては，介
護老人保健施設では37.5℃以上の発熱を伴うも
のとし，ワクチン接種（11月下旬～12月初旬）
の後，2003年１～３月の間追跡した。医療型療
養病棟では38℃以上の発熱を伴うものとし，ワ
クチン接種（11月上旬～下旬）の後，2003年12
月～2004年３月の間追跡した。なお，介護老人
保健施設で37.5℃以上という比較的低い発熱を
の定義に用いたのは，同施設で後期高齢者

の割合が高かった（92.1％）からである。両
シーズンともカルテなどにより尿路感染症やそ
の他の疾患による発熱は除外した。
ワクチンの効果は， 罹患をエンドポイン

トとする生存時間解析（
）により検討し，さらに 治

療に関連する超過医療費を検討した。ここで
「超過医療費」とは，入院中の医療費全体の中
から，実際に 治療のみに要した費用(投
薬・注射・処置・検査・画像診断など)を抽出
した保険点数に基づく医療費をいう。統計解析
には （ 8.2）を使用した。
なお，研究計画については，聖マリア学院大
学および調査対象施設の倫理委員会の承認を得
た。

Ⅲ

介護老人保健施設では約８割が女性であった
が，医療型療養病棟では男女ほぼ同比率であっ
た。また前者では後期高齢者が９割以上を占め
たが（平均年齢84.5歳），後者では半数未満で
あり（同72.4歳），施設の特徴が表れていた。
ワクチン接種率は，介護老人保健施設では

84.3％，医療型療養病棟では13.0％であり，現
在治療中の疾患を有する後者の場合には接種率
の低さが目立った。両集団ともワクチン接種群
と非接種群において，性別・介護度・年齢構成
の比率，平均年齢，基礎疾患（医療型療養病棟
のみ）の頻度に有意差を認めなかった。



介護老人保健施設1) 医療型療養病棟2)

対象者数（人)
ワクチン接種率(％）
性別・男（％）
年齢構成（％）
64歳以下
65～74歳
75歳以上
平均年齢（歳）

注 1) 2002/03シーズン
2) 2003/04シーズン

ILI

ハザード比 95％信頼区間 ｐ値

介護老人保健施設
罹患
罹患1)

罹患2)

医療型療養病棟
罹患1)

罹患1)2)

罹患3)

注 1) 38.0℃以上の発熱に限定
2) 性，年齢，介護度補正
3) 施設タイプ，性，年齢，介護度を補正
4) ＊Ｐ＜0.10

介護老人保健施設＋医療型療養病棟

ILI

接種群 非接種群 ｐ値

介護老人保健施設
総数
投薬
検査
画像診断

投薬・注射
検査
画像診断

総数1)

注 1) 施設タイプ，性，年齢，介護度を補正

医療型療養病棟
総数

介護老人保健施設＋医療型療養病棟

ILI

介護老人保健施設では，89人の入院患者中17
人（発熱38℃以上に限定の場合は13人）の
発生が確認された。接種者（75人）における
罹患は16.0％（12人）であった（発熱38℃

以上に限定の場合は12.0％）。非接種者（14
人）における 罹患は35.7％（５人）であっ
た（発熱38℃以上に限定の場合は28.6％）。
に対するワクチンの有効性は境界域の有意

性を示した（ハザード比＝0.41,95％信頼区間
0.14－1.17，ｐ＝0.095）。しかし， を38℃
以上の発熱に限定した場合や，性・年齢・介護
度を補正した解析では境界域の有意性は消失し
た（前者：ハザード比＝0.39,95％信頼区間
0.12－1.26；後者：ハザード比＝0.44,95％信
頼区間0.15－1.27）。また，追跡期間中には併
設する医療機関に延べ114人の外来受診と６人
の入院があったが，これらはすべて入所者の基
礎疾患に関連するものであり， に関連する
ものではなかった。
医療型療養病棟では，92人の入院患者中９人

の 発生が確認された。接種者（12人）にお
ける 罹患は8.3％（１人），非接種者（80
人）における 罹患は10.0％（８人）であっ
た。 に直接関連するものではないが，非接
種者で肺炎罹患２人（2.5％），死亡５人（6.3
％）が観察された。 に対する有意なワクチ
ン有効性は認めなかった（ハザード比＝
0.59,95％信頼区間0.07－4.73，ｐ＝0.619）。
両シーズンの観察結果をプールした解析にお

いて，施設タイプ，性，年齢，介護度を補正し
た に対するワクチンの効果は境界域の有意

性を示した（ハザード比＝0.44,95％信頼区間
0.17－1.12，ｐ＝0.084）。

ILI

介護老人保健施設では， 罹患者17人中，
16人に投薬が，7人に検査が行われていた。注
射・処置・画像診断は行われていなかった。医
療行為の実施率については，投薬は接種群14.7
％（11人），非接種群35.7％（５人），検査は接
種群5.3％（４人），非接種群21.4％（３人）に
実施されていた。その超過医療費は，投薬は接
種群130円，非接種群152円，検査は接種群57円，
非接種群189円で，超過医療費の合計は接種群
187円，非接種群341円であった。超過医療費は
有意差を検出するには至らなかったが，接種群
において一貫して低い傾向を示した。



医療型療養病棟では， 罹患者９人中，7
人に投薬・注射が，6人に検査が，2人に画像診
断が行われていた。医療行為の実施率について
は，投薬・注射は接種群8.3％（１人），非接種
群7.5％（６人），検査は接種群8.3％（１人），
非接種群6.3％（５人），画像診断は接種群8.3
％（１人），非接種群1.3％（１人）に実施され
ていた。その超過医療費は，投薬・注射は接種
群470円，非接種群675円，検査は接種群378円，
非接種群665円，画像診断は接種群87円，非接
種群31円で，超過医療費の合計は接種群935円，
非接種群1,372円であった。接種群は１例のみ
の治療費に基づくものであるが，超過医療費は
接種群において低い傾向を示した。
両施設での観察結果をプールした解析におい

て，施設タイプ，性，年齢，介護度を補正した
罹患後の超過医療費の合計額は，接種群

619円，非接種群924円であり，ワクチン接種は
超過医療費を約３分の２に削減していた。

Ⅳ

インフルエンザワクチンは，介護老人保健施
設入所者（2002/03シーズン）のインフルエン
ザ様疾患（ ）罹患防止に境界域の有意性を
示し，約60％の有効率を示した。当該シーズン
に，施設内でインフルエンザの集団発生は確認
されなかった。 に罹患後，関連施設での受
診や入院，肺炎の併発・死亡といった重篤化傾
向も観察されず，予後はすべて良好であった。
施設内における医療行為も投薬，検査を行うに
とどまり，注射，画像診断などは行われていな
かった。また，投薬に際しては抗インフルエン
ザウイルス薬の処方もなかった。 罹患後は
全症例軽快しており，高額な医療費を要するも
のではなかった。
医療型療養病棟（2003/04シーズン）の入院

患者における に対するワクチン接種の効果
は，前述の介護老人保健施設の場合の有効率を
下回るが，基礎疾患を有する医療型療養病棟入
院患者に対しても約40％の有効率を示した。な
お，医療型療養病棟のワクチン接種率（13.0

％）は介護老人保健施設の接種率（84.3％）よ
り著しく低い。その理由としては，ワクチンの
接種時期が対象者の基礎疾患の急性期（対象病
棟に転入棟する以前），あるいは発熱と合致し
たため，接種を受けることができなかったこと
が考えられる。 治療に要する超過医療費に
ついては，接種群は１例のみの治療費に基づく
ものではあるが，接種群において低い傾向を示
した。なお，介護老人保健施設における超過医
療費（接種群187円，非接種群341円）に比べ，
４～５倍の医療費（接種群935円，非接種群
1,372円）を要していた。性，年齢，介護度を
補正した場合においても，介護老人保健施設に
おける超過医療費（接種群188円，非接種群565
円）に比べ，２～５倍の医療費（接種群934円，
非接種群1,350円）を要していた。これは介護
老人保健施設と異なり，医療型療養病棟は要医
療のハイリスク高齢者を対象としていることに
よるものと考えられる。このことは，ハイリス
ク者においてはワクチン接種による医療費削減
の絶対額が大である可能性を示唆するものであ
る。
2002/03シーズンの介護老人保健施設と2003/
04シーズンの医療型療養病棟の両シーズンの観
察結果をプールした解析においては， に対
するワクチンの有効性は境界域の有意性を示し，
有効率は約56％であった。また 罹患後の超
過医療費は，接種群では非接種群の約３分の２
であり，ワクチンの医療費削減効果が明らかで
ある。
なお，ミクロ経済的観点によるワクチンの費
用対効果の分析においては，当然ながら医療費
用のみならず社会的費用も考慮されるべきであ
る10)-12)が，わが国においては社会的費用につい
ての論議が十分には行われていないと考えられ
たので，今回の調査においては純粋な医療費用
の分析のみにとどめた。調査期間中に， 罹
患に起因する肺炎・死亡などは生じなかったた
め，比較的安価なレベルの超過医療費の報告と
なった。要医療のハイリスク状況にある高齢者
を対象とした調査において肺炎などが併発した
場合には，ワクチンの接種に関する費用便益性



は比較的容易に実証される可能性が大であると
考えられる12)。
以上のとおり，インフルエンザ様疾患に対す

るワクチンの有効性は境界域の有意性を示した。
インフルエンザワクチンは施設入所高齢者のイ
ンフルエンザ様疾患罹患防止に約40～60％の有
効率であることが示唆された。また，インフル
エンザワクチンの予防接種は臨床的効果の有効
性のみならず，インフルエンザ様疾患に関連す
る医療費を削減するといった費用便益性も観察
された。さらに現病歴を有するハイリスク者を
主たる対象とする医療型療養病棟においては，
超過医療費が増大することを認めた。
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